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事務事業番号 10202110009

事務事業名 土地改良事業補助事業

事業開始年度 2004(H16）年度 担当部署 地域振興部　農政課

目　　　的
（何のために）

土地の改良並びに農道及びため池の整備を行おうとする者に対し支援することにより、土地の改良を促進
し、農業生産基盤の整備及び農業の生産性の向上を図り、農空間の保全及び農業振興に資することを目的
とする。

対　　　象
（誰・何を対象に）

本市に所在する土地改良区、水利組合及び農業協同組合

事業内容

本市独自の採択条件をもって、農業団体が農業生産基盤の向上を図るために整備する一般土地改良事
業、農道整備事業、ため池整備事業に対して補助金を交付する事業。ただし、交付する補助金額は300万
円を上限とする。
【補助対象事業の内訳】
１．一般土地改良事業
　井せき、樋門、水路、かんがい排水、暗渠排水、機械用水、橋梁等の新設又は改修工事に対して事業費
の100分の50以内を交付する。
２．農道整備事業
　農道又は農道橋の新設又は改修工事に対して幅員2m以上の場合は事業費の100分の50以内を交付す
る。また幅員2m未満の場合は事業費の100分の40以内を交付する。
３．ため池整備事業
　浚渫工事及び護岸、堤体、取水及び排水施設並びに安全柵の新設又は改修工事に対して事業費の100
分の40以内を交付する。
※ただし、府補助事業と合わせて交付申請する場合については100分の20以内の交付。

根拠法令 枚方市土地改良事業等補助金交付要綱

実施方法
■直営 □委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

類似事業 大阪府：大阪府耕地事業補助金交付要綱

きめ細やかな農業生産基盤の向上並びに農空間の保全を図るために、大阪府耕地事業補助金交付要綱の

総点検－様式2
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事業の必要性
きめ細やかな農業生産基盤の向上並びに農空間の保全を図るために、大阪府耕地事業補助金交付要綱の
採択条件に見合わない事業も対象とした本市独自の支援事業が必要である。

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

1.20

0.30

人件費計(A) 10,743 9,041

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

8,875

直接経費(B) 14,300 28,334 19,000

総事業費(A+B) 25,043 37,375 27,875

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金

その他

一般財源 25,043 37,375 27,875

府支出金

受益者負担
(使用料等)

平成24年度
事業費の主な内訳

内　　　　　容 金　　　額

土地改良事業補助金 15,544

千円

千円

事業費の主な内訳
(人件費除く)
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事務事業番号 10202110009

事務事業名 土地改良事業補助事業

事業開始年度 2004(H16）年度 担当部署 地域振興部　農政課

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

申請件数 21 44 20

成果目標
（目標とする成果）

農業生産基盤の整備等の促進をすることで生産性の向上を図り、良好な農空間を保全する。

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

本市独自の補助金事業のため、他市町村との比較はできないが、他市町村においても大阪府耕地事業補
助金交付要綱だけではなく、農業生産基盤の向上を図るための、独自のきめ細やかな補助金事業を実施し
ている。

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

事業費／申請件数 1,193 849 1,394

事業の例など） ている。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

当課では市内４１団体の水利団体を把握しており、各団体が地域の状況に応じ
た良好な農空間の保全並びに農業生産基盤の整備に努めている。本市のよう
な都市型農業を維持していくには、水利団体が農用地の保全又は利用上必要
な施設の改修等を行うことは農業生産上当然必要なことであり、市としても農業
者側に対して応分の負担を求めながら、金銭的及び技術的な支援を行っていく
必要がある。

特記事項 当課では、農業生産基盤の充実を図るため、水利団体に対して整備における技術的支援等を行っている。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

改善 事業内容及び事務手続については整理を行い、効率化等を図る。

一次評価結果
（平成24年度）

事業総額が多額なため、効率化が図れる可能性があるのでは


